	自治労北海道本部声明


安倍政権の暴走を阻止するため
第４７回衆議院選挙闘争をたたかい抜こう！

　衆議院は本日解散し、１２月２日公示、１４日投開票で総選挙が実施されることになりました。

　自治労北海道本部は、２年ぶりの総選挙に臨むにあたって、あらためて全単組・組合員のみなさんに、組織の総力をあげた取り組みを呼びかけるものです。

前回歴史的な大勝で発足した自民党・安倍政権は、「徹底した新自由主義」の考え方のもとで政権運営を進めています、国民生活に重大な影響を与える政策課題について多くの国民の声に耳を傾けず、労働者派遣法などの労働法制改悪、原発再稼働、秘密保護法制定、憲法解釈変更による集団的自衛権の行使容認の閣議決定など自ら推進しようとする政策を国民の審判を受けずに進めてきました。その一方で「アベノミクス」の地方への波及効果に疑問をもたれると地域創生や女性の活躍など、耳障りの良い政策をスローガンとして掲げています。しかし、地方創生とは名ばかりで、都市と地方の格差を解消するための具体的な政策はなく、単なるバラマキでしかありません。
今回の解散は、消費税の増税を先延ばしにすることを大義とし、国民の声を聞くためとしています。しかし、円安・株高頼みの「アベノミクス」は、一部の大手企業や投資家などにしか恩恵が得られず、最近の急激な円安の進行によって、輸入コストの高騰を招き、勤労者の家計を直撃しています。また、実質賃金も15カ月連続で前月比マイナスとなっており、勤労者の実質賃金は物価上昇に追いついていません。国民生活は何ら、改善されていない中で、総選挙を行うことには「大義」はなく、政権を長期に維持・延命するための党利・党略を最優先するものです。
今回の選挙では、特に、自民党が前回のように大勝を許せば、労働法制改悪、集団的自衛権の行使容認の法制化や平和憲法を破壊する行動に突き進むことは明白です。それを阻止するには、社会的な公正や格差の縮小、脱原発と再生可能エネルギーの利用促進、私たちがめざす平和な社会をつくるため、民主党を中心にふたたび政権交代を実現する基盤をつくることが求められています。
　安倍政権の暴走に歯止めをかけ、平和で安心の社会、原発ゼロ社会の実現にむけて、衆議院選挙をたたかい、来るべき統一自治体選挙につなげましょう。組織内推薦候補の完勝と自治労北海道本部推薦候補予定者全員の当選をめざして、道本部・地本・単組・総支部、組合員一丸となった取り組みを進めましょう。
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